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はじめに
　本稿では，コンピュータ・ネットワークの利用が社会科学（計量経済学をの
ぞく）の研究や教育の方法に対して及ぼしている影響について，コンピュー
タ・ネットワークを利用する立場から論じる。論じる対象となる期間は，おお
よそ1990年代以降である。多くの社会科学者は，この聞に方法論上の劇的な変
化を経験した。そして，今後もネットワークを利用レていくにあたっての課題
を明らかにすることを最終的な目標とする。
方法論的考察に向けて
　コンピュ∵タの利用や電子ネットワークの急激な展開が，情報技術革命をも
たらし，人々の経済活動や社会的活動を変化させている。社会科学の分野にお
いては，その研究対象を変化させているばかりではなく，その研究や学習の方
法を直接に変化させている。そして，今後も大きな変化が続くことが予想され
ており，社会科学者たち自身がその利用方法を模索しているのが現状である。
　工990年代以降の私自身の隈られた経験の範囲内で振り返っても，コンピュー
タやネットワークの利用が社会科学研究に及ぼす影響を方法論的観点から考察
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を加えるという課題が，研究者仲間のあいだで話にのぼったことを何度か数え
上げることができる。しかしながら，方法論的考察を試みる研究者は少なくな
いとしても，実際に研究論文の発表にまでこぎつけた人々はかなり少ないとい
える。その理由は，コンピュータやソフトウェアの性能の向上速度と，低廉化
による普及の速度が，方法論を考察する研究者の予想を蓬かに超えていたから
である。
　そのため，関心の持つ人の多いテーマではあるが，査読の対象となる学術雑
誌にはこうした問題を扱う論考は登場しにくい。それに対して，講座「社会科
学の方法」と銘打つシリーズ（岩波書店1993年）などにおいては，欠くこと
のできないテーマであり，検討対象となっている。同第4巻では，岩村彰通が
「研究メディアの革新と社会科学の現場」（1993）を寄せ，次のように書いて
いる。
　　　科学技術の進歩が研究方法の進歩と直接に結びついている自然科学の諸
　　分野と比較すれば，社会科学に対する技術進歩の影響は全体として問接的
　　であることは言うまでもない。しかしながら，コンピュータ技術はこれま
　　で数百年「紙と鉛筆」を基本的道具としてきた文化のあり方自体を変革す
　　る可能性を秘めており，この意味で社会科学の研究のあり方も今後大きく
　　変化する可能性があると考えられる。（p．130）
　そして，岩村は，コンピュータ技術の具体的特性（文字のコード化や記憶媒
体の容量の増加）について詳しく検討し，コンピュータ・ネットワークが展開
し始めた現状を見て，「社会科学の分野でも共同研究のあり方や成果の発表・
配布形態が大きく変化する可能性がある」（p．149）と展望した。
　実際のところ，1990年代半ば以降にあっては，紙の使用量は増加したもの
の，鉛筆の使用機会は減り，コンピュータ同士がインターネットによるネット
ワークでつながれている状況が新たな考察点として加わることになった。コン
ピューターネットワークの広がりは，社会科学者の研究手法にも大きな影響を
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及ぼしているが，試行錯誤の取り組みが続くようで，新しく始まった試みが長
続きするというわけでもない。さらに，学生たちの勉強法やレポート作成法に
も大きな変化をもたらしており，教師と学生の間でもネットワーク利用をめ
ぐって試行錯誤を続けざるをえない。
　試行錯誤の直中ではあるが，コンピュータ・ネットワークが社会科学の研究
と教育の両面で及ぼしている影響を現時点でまとめておくことは，科学研究費
補助金を得て，コンピュータ教室やネットワークを利用して專門教育を実施し
ている者の責務であると思われる。また，社会科学の分野においては，経済学
史や経済史の領域が，ネットワーク利用で先行してきた経緯がある。倉田敬子
編（2000）『電子メデイアは研究を変えるのか』では，医学，物理学，心理学
が検討対象になり，研究者向けのアンケートと聞き取り調査が基礎になってい
る。心理学については，アンケートよりも，4人の研究者からの聞き取り調査
の比重の方が重くなっている。それゆえ，本稿では，私のこれまでの研究・教
育の経験を反映するものになり，20世紀の経済学史や経済史，現代社会科学な
どの分野の話に集中することになっても，社会科学におけるコンピュータ・
ネットワーク利用を考察する意義はそれによって減じられることはないと思わ
れる。加えて，経済学史・経済史研究において国際的にネットワーク利用が先
行した理由を考えておくと，数学が直接に用いられることは少ないものの，新
古典派経済学という数学論理で支えられた世界標準の理論体系が存在すること
にあったと思われる。
　さらに，経済史研究のうち，ユ920年代以降の時代を扱う部分については，経
済学史研究と重なり合う部分が多くなる。経済政策の歴史については経済史家
の研究対象であったが，イギリスのJ．Mケインズ（Jo㎞Maymrd　Keynes）
の登場により，経済理念，経済理論に基づいた政策が実施されるようになる。
また，ビッグ・ビジネスの登場する時代となり，企業行動については，経営学
者や経営史家が研究対象としていたばかりではなく，経済学者も理論的分析を
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開始し，経済史家も経済に占めるウェイトの大きさから無視しえなくなってい
る。それゆえ，1920年代以降については，社会科学のなかでもいくつかの分野
の研究対象に共通部分が増加しているといえる。このような学際的観点から
も，20仕紀の経済学史・経済史にスポットライトをおいて，社会科学とコン
ピュータ・ネットワーク利用を論じてもその意義は損なわれないことが確認で
きるであろう。
　以下，コンピュータ・ネットワーク利用，社会科学の研究と教育の現状につ
いて，それぞれ，メーリングリストとホームページの利用に焦点をおいて議論
したうえで，いくつかの課題を提示することにしたい。
コンピュータ・ネットワーク利用と社会科学研究
　コンピュータやネットワークの発展と普及は今なお進行中であるが，まず，
これまでの変化の様子を，個人単位で研究することの多い社会科学者の視点か
ら整理しておこう。
　1970年代後半にパーソナル・コンピュータ（パソコン）と呼ばれるものが発
売されはじめ，1980年代前半に，パソコンやワープロ専用機が社会科学者の研
究室に導入され始めた。もっとも，当時の金額でそれぞれ100万円程度（NEC
9800シリーズ），60万円程度（東芝ワープロ専用機JW1）であったので，購
入したのは一部の研究者に限られていた。1980年代後半には，パソコンの価格
が20万円台（NEC9800シリーズ）まで下がり，また，申古パソコンやワープ
ロも出回るようになり，若手の社会科学者たちも私費で購入することが可能に
なった。1980年代から学術上のネットワーク通信（電子メールの利用）が始
まっていたが，利用者はまだ少なかった。本格的な利用拡大は，パソコン通信
の商業サービスが展開し，そしてインターネットが展開するのを待たなくては
ならなかった。日本では，商業的パソコン通信の開始は1986年であったけ〕。い
くつかの会社がパソコン通信サービスを展開するに及んでゲートウェイサーピ
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スが蔚始されると，他社のネットワークとも通信が可能になり，さらにイン
ターネットとも接続されるようになった。その結果，電子メールの利用によ
り，離れた場所で生活する研究者どうしの共同研究も可能になり，また，電話
のように仕掛かり中の研究作業を中断させることなく，安価（学術ネットワー
ク利用者にとっての追加費用はゼロ）に，迅速な連絡が可能になった。
　研究活動においては，コンピュータやネットワLクの利用は，研究者の生産
性を疑いなく向上させた。とくに，日本語ワープロあるいは日本語ワープロソ
フトが利用できるパソコンの普及は，日本の社会科学者にとってはその恩恵は
計り知れないほど大きなものであった。それ以前には，公刊前の論文について
は，手書き原稿が配布され，専門雑誌用の査読に際しても，論文の長所や短所
について客観的な判断を下すための苦労は相当に大きなものであった。また，
投稿用原稿ならびに最終的な原稿の清書にもかなりの時間がとられるのが常で
あり，そのために海外でも日本でも秘書を雇っている社会科学者が多かった。
現在では，社会科学者が雇っている秘書の平均数は減少したと思われるが，少
なくとも，1945年以降，西ヨーロッパの経済学者たちの論文生産数は上昇して
いることがわかっている（Coats　ed．2000，池尾200ユ参照）。言うまでもな
く，パソコンの利用により欧米人にとっても欧文での論文執筆も負担が減った
と推察される。もちろん，非欧米人にとっても，優れた欧文ソフトが閣発され
ることにより，欧文での論文執筆の壁はそれ以前に比べてはるかに低くなっ
た。
　コンピュータやネットワークの普及は社会科学者の研究上の生産性を向上さ
せたほか，それ以前には考えられなかった（不可能であった）ようなことをも
可能にするようになった。好奇心にみちた研究者を先頭に研究方法に大きな変
化が見られ始め，ネットワークの使い勝手がよくなるにつれて，当初にはほと
んど関心のなかった研究者までネットワークに手を染めるようになると，ネッ
トワニークの広がりを実感することになる。しかし，気の進まない研究者まで
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ネットワークを利用せざるを得なくなってきたときに，スキルと経験の不足に
よりセキュリティ・ホールが発生することになった。さらにマナーの不足が目
に余るときには，周りの研究者は厳しい対応をとらざるを得なくなる（2〕。
〈メーリングリスト〉
　1990年代半ばになるとは，新しい通信手段に強い関心をもつ経済史家や経済
学史家のなかに自身でサーバーを管理する人が現れ，それによって，ホーム
ページが作成され始め，メーリングリストの利用も開始された。先進的利用者
が，仲間の研究者に研究会などに際して呼びかけることにより，経済史・経済
学史のネットワーク利用者が国際的に増え始めた。北米経済学史学会（His－
tory　of　Ec㎝omics　Society）の場合，1995年に，当時会長をしていたローレン
ス・モス（Laurence　Moss）のバブソン・カレッジがホストとなり，メーリン
グリストサービスを開始することを，まず，第1回ヨーロッパ経済学史会議
（オランダ・ロッテルダム大学）で宣言した。好奇心を持った研究者を中心に
電子メールによるネットワークは，試行錯誤の過程を経ながら徐々に広がって
いった。そして，各地の大学に散らばる経済学史家や経済史家が，共通のテー
マをめぐって議論する，という試みが積極的におこなわれるようになった。
　北米経済学史学会のメーリングリスト・サービスが始まってからしばらくの
ち，経済史関係の各種のメーリングリストとともに併せてマイアミ大学の支援
を受けることになり，利用サーバーはバブソン・カレッジからマイアミ大学に
移転した。北米経済学史学会では，現在，オーガスタ大学（カナダ）のロス・
エメット（Ross　B．Emmett）が，ホームページの管理とメーリングリスト宛の
電子メールの編集（形式的整理と英語の添削），フンベルト・バレット（Hum－
bert　Barreto）が公刊論文の要約惰報の編集，ポール・ベント（Paul　Wendt）
がメーリングリストの登録管理とウェブ管理の補助を受け持っている。つま
り，メーリングリスト宛に送信されたメッセージは，エメットによって形式と
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表1　北米経済学史学会（History　of　Ec㎝omics　S㏄iety）のテーマ討論回数の推移
年 1996 1997 1998 1999 2000
回数
（URL1http：”www£h．net／HE／hes」ist／mdex枇p細ditorials2001年9月18日アクセス）
英語について編集されてからメーリングリスト登録者に宛てて配信されてい
る。そのため，英語を母国語とする研究者でなくても気にせずに投稿でき，ま
た，メーリングリストが英語の質を落とすという危険もない。そしてメーリン
グリスト登録者に送られたメッセージは，ファイルサーバーにも送られ，アー
カイブを構築してい乱北米経済学史学会のメーリングリストは，3人の経済
学史家の献身的努力によって支えられている。
　北米経済学史学会のメーリングリストがいち早く専門家による国際討論を開
始した。1996年9月に，デューク大学のロイ・ワイントロウブ（E，Roy
Weintraub）が先障を切り，これまでのところ，表ユの数のテーマが討論され
た。もっとも，2001年については，9月18日現在は，討論開始はゼロである。
また，これまでに，討論を始めるために論題を提供する研究者が最初のポス
ティングを行ってもそれに続く議論が非常に少ないこともあり，皆無の場合す
らあった。最も活発な議論が行われたのは，ワイントロウブが論題提供者と
なって討論が繰り広げられた初回であった。経済学史に新しい時代がやってき
たかのように，そのときには思われた。もっともそのときですら，r［経済学
の］一分野である『経済学史』の正統な貢献を定義するものは何か」という論
題で，、一見広く関心を得るようなものに見えても，実は北米の研究者が最も関
心を持っているテーマであった。イギリス人，フランス人，イタリア人，オラ
ンダ人が論題提供者となることもあったが，やはり盛り上がりを欠いた（3〕。い
ずれにせよ，経済学史の場合，研究者の関心のバラツキが非常に大きく，多く
の研究者が共通して関心を持つ問題を設定しにくいことを改めて感じることに
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表2　経済史研究フォーラムの討論題目一覧
1996年10月　　　　　　　計量人類学
1996年11－12月　　　　　経路依存性
1997年2－3月　　　　　　1930年代大不況
1997年8月一1998年3月　　QWERTYについて（経路依存性に関違して）
1997年11月　　　　　　　資本輸入とジャクソン的経済
1997年11－12月　　　　　　18世紀の中国についての再考
1998年4月　　　　　　　歴史的展望のもとでのアジア経済危機
ユ998年5－6月　　　　　フランク対ランデス
1999年5－6月　　　　　1950年以降の経済史
（URL：http：”eh．net／lists／archives／eh．res／2001年9月18日アクセス）
なったω。
　北米経済学史学会のメーリングリストは英語限定のメーリングリストであ
り，北米関係者は参加者の拡大に熱心である‘5〕。さらに，同リストに国際的性
格を確保するために国際的な電子編集委員会が構成されている。メンハーに
は，アメリカのジム・ヘンダーソン（Jim　Henders㎝），フイリップ・ミロウス
キ（Philip　Mirowski），ロイ・ワイントロウブ，イギリスのアンソニー・ブル
ワー（Anthony　Brewer），イタリアのM．C．マルクッッォ（Maria　Cristina
Marcuzzo），そして，日本からは私が参加している。
　それに対して，経済史研究のメーリングリストの方が，期問はより短かった
とはいえ，各地の研究者が相対的に共有しやすい問題についての討論が進行し
たといえる。これまでの討論題目は，表2の通りであるg1997年2－3月の
「1930年代大不況」の討論が行われる直前に，経済学史家がこの経済史研究
メーリングリストに加入し，一挙に参加者数が増加したと思われる。そして，
アメリカ東部が午後をむかえる時間帯に，ポスト数が最大になったと思われ
る。アメリカやイギリス，西ヨーロッパの研究者たちが配信される討論メッ
セージに対して，各研究室のコンピュータに向かって自分のメッセージを一斉
に入力していたことになる。正直なところ，目本にいると，真夜中近くになっ
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てポストが入りだし，朝になってコンピュータの電源を入れると，大量のメッ
セージを受信するという状態であり，経済史研究メーリングリストの最盛期に
おいては，言葉の問題と時差の問題を深く憂慮することになった。そして，申
国やアジアについての討論が行われたときには，問題のとらえ方，発想の相違
を思い知らされた。中国については，18世紀の中国と，19世紀（とくにアヘン
戦争以降）の中国の相違が議論されていた。アジア経済危機については，1997
年に東アジアの新興経済に発生した危機の問題が，19世紀までの同地域の歴史
（多くのアジア諸国はヨーロッパ諸国の植民地であった）と照らし合わせなが
ら，同メーリングリストでは議論された。
　もっとも，経済史研究メーリングリストでの討論も，1999年6月に終了した
「1950年以降の経済史」を最後に途絶えている（2001年9月現在）。また，縫
済史関係で，廃止になったメーリングリストもあるが，アーカイブは経済史
サービスのサーバーに残っている（URL：http：／／www．eh，net／lists／disc㎝ti－
nued．php　2001年9月18日アクセス）。
　このように，比較的に大きな経済史研究や経済学史のメーリングリストで
は，編集委員会等が設定したテーマでは共通討論が行われなくなり，また経済
史関連のメーリングリストのなかに廃止されたものもある。だからといって，
メーリングリストでの議論そのものが廃れたわけではない。むしろ，メーリン
グリストの管理はサーバー自体の管理よりもはるかに容易であり，リストサー
バーの普及とあいまって，より細かな研究テーマごとにメーリングリストが叢
生している．といってよい。例えば，社会科学関係での参加自由なメーリ」ングリ
スト、には，．ハイエク（Friedr三ch　v㎝Hayek）；ポスト・ケインジアン，M・ポラ
ンニ（Michael　Polanyi）に関するものがあり，活発な議論が展開している。現
時点では，研究用メーリングリストの実態を完全に把握することはきわめて困
難であり，多くの場合，他のメーリングリスト参加者による「クチコミ」的ポ
ステイングにより，その存在が宣伝される。さらに，研究者の自由な参加を認
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めているメーリングリストのほかに，隈定された研究者グループでの共同研究
を目的とするため，他の研究者の参加を制限する閉鎖的メーリングリストも，
相当数にのほるはずである。たとえば，池尾編『日本の経済学と経済学者』
（1999）では，東京，神奈川，京都，愛媛などに散らばる研究者をメーリング
リストで恒常的につないだが，限定された排他的なリストであった。
　では，現時点において，参加者の多いメーリングリストでは，研究者はどの
ような意義を認めているのであろうか。学会や各種セミナーの開催，研究奨励
金の募集などを違絡する意義がまずある。その他は，「ネチケット（ネット
ワーク利周のエチケット）に反しない範囲内で，自分の必要に応じて使う」と
いうところに集約されそうである。経済学史のメーリングリストのモデレイ
ターであるロス・エメットも次のように言った「メーリングリストの今日の機
能は，経済学史家個人の研究行為の延長である」（Emmett2002）。つまり，研
究者たちは自分の研究に必要な情報を，メーリングリストから得ようとしてい
るわけである。たいていの場合には，自分での調査に限界を感じた後，やむな
く問い含わせを入れている場合が多いようである。それでも，多くの経済学史
家の関心が合致すれば討論が自発的に展開することがある。2001年には，「資
本のリスイッチングの問題」，「有名な経済学者のユダヤ人に対する態度」，「過
去の経済思想に対する経済学者の態度」などに，ポステイングが続いた。
　以上のように，情報技術は社会科学研究の生産性を向上させ，遠隔地にいる
研究者たちによる共同研究や討論など，それまで困難であった手法を廉価に実
現させた。共同研究に限れば，電子メールやメーリングリストは，同じような
関心を持った人たちがある程度軌遺に乗ったプロジェクトを進める際には大変
便利である。しかし，共同研究を開始する時点で期待されるブレインストーミ
ングなどの際には，参加者の表情が見え，集中すべき時間が短くてすむオフラ
インの会合が必要である。また，基本的見解に大きな食い違いがある場合の議
論は，面と向かったオフラインの議論でも参加者は消耗することが多いが，電
　418
　　　　　　　　　社会科学とコンピュータ・ネットワーク刷用　　　　　　　　　33
子メールなどオンラインでの文字だけの議論では，いっそう消耗度が高いこと
は経験から言えるように思われる。
コンピュータ・ネットワークと社会科学教育
　コンピュータ・ネットワークは，多くの人々に対して，わずかな費用で短時
間でのコミュニケーションを可能にし，またウェブサーバーにコンテンッを送
信してホームページを開設することによって容易に惰報を発信する手段を提供
した。そのため，インターネット上には無料情報が「過剰」といわれるほどに
溢れ，無意味・無内容な情報ばかりではなく，時には誤解やデマを含む有書な
惰報まで発信されるようになった。これには，匿名でのホームページの開設や
掲示板への書き込みがきわめて多く，情報発信者の責任を問いにくく，惰報の
晶質管理が発信者の誠意にだけ委ねられている事情が反映されている。
　社会科学の教育の場面において積極的に情報技術を利用しようとすると，正
直なところ，少なくとも一時的には，単位授業あたりに必要な準備時聞が増え
るので，研究者＝教育者の生産性を低下させる。日本では，高枝レベルで情報
リタラシーの授業が必修化されるのは，2003年度入学者に対してからになるこ
とが文部科学省の方針として既に決まっている。系統だった学習をすませた高
校卒業生が大学にまとまって入学し始めるのは，2006年度からになるので，そ
れ以前の大学入学者には，情報リタラシーの習熟度とそれに伴うコンピュータ
やネットワーク利用の経験（マナーも含む）に非常に大きなバラツキが存在す
ることになる。
　例えば，早稲田大学商学部では，1999年度入学の学生に対して，1年次配当
分からコンピュータリタラシーの授業の数が大幅に増え，約60パーセントの学
生が12～13回の入門授業を半鶏あるいは集中で受講できる態勢が整った。実際
のところ，1999年度以降に入学する学生が毎年増えるたびに，握当授業（現代
社会科学論，社会科挙の方法など）を通じて，学生の平均的コンピュータ・ス
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キルが向上していることが実感できる。しかし，匿名でのネットワーク利用
（掲示板の利用やホームページの開設）やマナーについては，問題が減少しな
いことが関係者によって指摘されている。
　こうした状況をふまえたうえで，大学での社会科学の教育に関係しそうな
ネットワーク利用の要点を，ウェブを通して得られる情報を中心に整理してお
くことにしたい。
　まず，各国の政府機関や国際機関が，関係長の公式発表（プレスリリー
ス），会議録，関係者する活動状況や公式統計データを，ホームページに迅速
に公表するようになったので，こうした公式機関の活動は透明さを増したとい
える。日本政府の提供するデータについても，昨年2000年までは試行錯誤の域
を出ない部分もあったが，2001年1月6日に中央省庁の大幅改編が実現したの
をきっかけにウェブサーバーの移転も行われてから，コンテンツは急速に充実
してきている。とくに，総務省のホームページから主要統計データがダウン
ロードできることは，経済学部や商学部の学生にとっては重宝されている。
　関連して，杜団法人政府資料等普及調査会では，ウェブ上で「政策情報プ
表3　政府資料等普及調査会「政策プラットフォーム」において検索可能なデータ
ω行政報告（白書，年次報告，事業報告，業務年報等）。
（2）統計報告（法律に基づいて各府省が行う統計調査，業務統計，加工統計の報告）。
（3〕審議会・委員会資料（審議会や私的諮問機関の答申，報告，研究資料）。
（4）調査研究報告，資料等（各府省が実施する各種実態調査，研究開発等の報告，お
　よび各府省付属試験研究機関が行う研究の報告）。
（5）委託調査研究報告（各府省からの委託によって，民聞団体やシンクタンク等が行
　う調査研究，開発，試験の報告書）。
（61補助金等による研究成果（科学研究費補助金や厚生科学研究費補助金等政府の研
　究費による研究の成果）。
（7〕その他（上記1～6の資料類型に含まれない，広報資料，予算資料，執務資料，
　計画資料などの一部）
（http：〃wwwgioss．orjp／info／index．h伽1200i年9月18日アクセス）
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ラットフォーム（データベース）」を構築し，表3のような政府関係資料の検
索サービスを開始しようとしている。つまり，年間登録すれば，各府省，特殊
法人などの政府関係機関が1992年以降に作成した各種資料・報告書の二次情報
（書誌データ・抄録等）を検索することができ，フルテキストが必要な場合は
複写サービス（PDFファイル化は計画中）を行っている。
　また，各企業などがホームページを通じて発信する情報も，当該企業の活動
を迅遠に知る上では貴重である。企業側も，自身で生産した製品を，ネット
ワークを通じて利用者に直接販売する手段を得た。いうまでもなく，企業経営
に情報技術はより大きな影響を及ぼしている。
　次に，個人レベルでも誠意をもってホームページを通じて情報発信している
研究者や一般の人たちがいる。ただし，個人レベルで発信されるホームページ
情報の利用は，個人レベルでの利用にとどまるであろう。理由は，当該個人が
ホームページの管理を中止すれば，それ以降は，掲載情報が利用できなくなる
からである。また，個人レベルで発信されている情報を私的に利用するにして
も，他の手段で得た情報や知識と照らし合わせた上で利用すべきである。その
ようなホームページ情報の信頼性を判断できない人たちにとっては，むしろ時
間を浪費するものになるであろう。
　では，研究者の研究論文や研究書のウェブ出版（インターネット上のホーム
ページに掲載することによる出版）については，どうだろうか。
　倉田編（2000）では，心理学の分野について，研究論文のウェブ出版が非常
に困難な現状が説明されている。専門研究雑誌をこれまで出版していた出版社
との関係があり，まず，査読をとおって雑誌に掲載されることになると，ホー
ムページには掲載できなくなる。あるいは，投稿中の論文をホームページに掲
載する場合には，査読をとおっていないことを明記することをもとめられるこ
とがある。もちろん，この措置はホームページ閲覧者に対して有益な情報を提
供するので，歓迎されるであろう。しかし，雑誌によっては，ホームページに
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掲載した論文は査読をとおっても掲載しない，あるいは，査読の対象としない
方針をとるところもある。したがって，心理学の場合には，良い論文がイン
ターネット上から駆逐される可能性が高い。
　それに対して，経済学史の場合には，査読をとおった雑誌論文はウェブ上か
ら削除されるが，ホームページに掲載したからといって査読の対象からはずさ
れることはない。これが，「事実上の」標準的な取り扱いになっている。2001
年4月にデューク大学で開催された国際会議「経済学史の将来」には，伽榊zl
ψ伽肱物〆Eα㎜肋丁㎞g〃（北米経済学史学会の機関誌），肋ゆ舳
伽榊1ψ伽挑物ψE舳舳むT㎞g〃（ヨーロッパ経済学史学会とは形式的
には無関係），脇物ψE舳洲o∫地切ω（オーストラリア経済学史学会の機関
誌），燃物ψPo1肋αば舳岬（最も歴史の長い経済学史の雑誌）の4誌の編
集長が参加した。確かに，雑誌論文のホームページ掲載について，上のような
「事実上の」標準的な取り扱いは存在するが，明確な基準になっているという
わけではない，ということが確認された（Medema2002；Cardoso2002；Lo－
dewijks2⑪02；Goodwin2002）。さらに，関係する雑誌編集者たちは，著作権の
閥題に神経を尖らせてい孔
　アメリカ経済学会は2000年に，学会が発行する3雑誌の論文を学会員がウェ
ブから読め，JSTORに登録すればバックナンバーを読むことができるように
した。それに先立って，1994年から伽伽1ψE舳舳な1二伽伽榊をCD－ROM
でも利用できるようにした。同雑誌の内容をそのままのぺ一ジ割付でPDF
ファイルとして読むことができ，いうでもなく検索もできる。同誌には，本の
書評や論文の要約，展望的論文が掲載されているので，葬常に便利になった
（池尾1994117）。さらに，情報技術（記録技術）の向上により，今では，最
新の1枚のCD－ROMには，CD－ROM化が始まった時点からの論文要旨や書評
などが，最新版の雑誌に掲載されているものとともに，収録されている。
　そのほかに，専門雑誌の出版社が積極的に，購読者以外にも電子メールでコ
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ンテンツ情報を流して，論文の提供を行っているところもある。200ユ年8月
に，イギリスのテイラー・アンド・フランシス社では，電子書店から電子書籍
を販売できる態勢になった（URL二http：／／www．ebookstore．tandfco．uk200ヱ年
9月28日アクセス）。10月には編著者用IDとパスワードが配布されれ
　このようにインターネットでつながるウェブサーバー上には，膨大なコンテ
ンッが存在するばかりか，それは毎日増え続けている。検索エンジンを活用し
てさまざまな情報を入手することができる。その意味で，インターネットは
「壮大な百科事典」であるといえる。うまく検索すれば，必要な情報や有用な
情報をかなり収集できる。本節のはじめに述べたように，インターネットの
ネットワーク上に存在する無料情報は玉石混交である。そして，発信情報量が
増えれば増えるほど，従前なら発信されなかったような些末な情報の割合が増
えている。
　学部学生の書く課題レポートの性質にも，インターネットの影響が表れてい
る。情報を検索したり，最新情報を確認したりするためには，インターネット
は積極的に利用されるべきだと思われる。しかし，学生たちのレポートを読ん
で言えることだが，インターネットを利用しているだけでは，恩考カは身につ
かない。それは，百科事典をいくら検索して目を通していても，それだけで
は，考える力は身につかないのと同様である。考える力をつけるには，良質の
論文や研究書をよく読んで，咀囑し，オフラインで議論を戦わせて，思考を広
げていかなくてはならない。改めて，新しいツールは古典的な勉強法と組み合
わせて利用していくべきことが痛感させられる。さらに，大学院生が論文を作
成する際に，多くの論文を引いてくるにもかかわらず，肝心の論文の内容や質
がそれほど向上しないか，むしろ質が低下していることも報告されている（柳
〃12001a；2001b）o
　情報・知識のネットワークのインターフェイスは，フェイス・トゥ・フェイ
スの人と人の直接的つながりによって支えられなければならないと言える。こ
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れはかつて，今井賢一が『情報ネットワーク社会』（1984）で主張したことで
あった。そして，これこそが一般的には都市の機能である，という点は，今井
だけではなく，八田達夫の「ITと大都市」（2001）においても，再確認されて
いる。キャンパスの中では，教師と学生が向きあう教室での授業の重要性が再
認識されるべきであろう。
取り組むべき課題
　最後に，ネットワークを利用していくにあたって，取り組まなくてはならな
い課題を指摘して，まとめとしておきたい。
　第1に，アーカイブ構築の問題がある。公刊された紙媒体の書籍は，図書館
などに保管され，後世の人たちの研究や思考を助けることができる。インター
ネット上を飛び交う情報についても，少なくとも，多くの人々が利用したり，
有用と思われたりするものは，アーカイブとして保存していかなくてはならな
い。さもなければ，流行が廃れるように，インターネット上の情報は消えてい
かざるを得ない。もちろん，大量の電子化された情報を取捨選択することが困
難であれば，後に検索できるような形で全情報を保存することになる。そうで
なければ，紙媒体に印刷された情報・知識しか後世の人々には利用されない，
ということになる。
　第2に，匿名で発信される情報の危険性を学生に教えることが重要である。
「実名では書けないことが，匿名では書ける」という点が，匿名での情報発信
のメリットであると主張される。しかし，実名の時と匿名の時で，学生たちが
書き込む掲示板の文章・文体が一変するのを見るに及んで，匿名性の危険性を
あらためて感じる。匿名の際には，完全に，別人になりきっているのである。
これは，自分という存在を失うことにつながりかねないと危倶される。
　第3に，コンピュータ・ネットワークは非常に便利な情報伝達手段であり，
現在では，「開かれた社会」（0pen　S㏄iety）の基盤となるものである。しか
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し，開放性が高いが故に，悪意のある利用者からの攻撃には存外に脆弱であ
る。ネットワークは多くの人々にとって極めて便利なインフラストラクチュア
であるが，一人一人がネットワークを護る強い意思を持っていなければ，脆さ
を呈することになるであろう。
後記　本稿は，2000－2002年度日本学術振興会科学研究費の補助を得て作成さ
　　れた（研究課題名「先進国の経済学・社会科学および教材メディアの比較
　　研究」，研究種目「基盤研究（C）」，課題番号「12630016」）。
注ω　1986年2月に誕生した「株式会社エヌ・アイ・エフ」（ニフテイの前身）が，2月に米国パソ
　　コン通信サービス℃omp搬rve冊の国内販売開始した。（ニフテイ株式会社案内：隼表（1986．
　　1991）URLl　http：〃www．nifty．co皿／co叩／his㎞ry1986－1991－htm200I年9月19日アクセス）
　12〕正直なところ，ネットワーク利用の経験の浅い研究者は，初心者の学生より質の悪いことがあ
　　る。学生の場合には，教室などで学ぶ機会があり，教師や他の学生の使い方を見ることによって
　　体得する機会も十分にある。マニュアルを読んでもわかりにくいことが多々あるが，他人の使い
　　方を見てまねをすることによって簡単にわかることもかなりある。ネットワーク利用について
　　は，初心者用の講習会を利周するかしないかで，利用マナーに大きく響いてくる・と断言してよ
　　いように思われる。各LANについては，ユーザー側の嗜好よりも．システム管理者の側の論理
　　がセキュリテイの関係から擾先される都分が多い。そのため、ネットワーク利用者は，新しい
　　ローカル・ネットワーク・システムに直面するたびに，初心者用講習会を受講すべきである。
　13）2001年9月現在，論題を提供した日本人はいない。ただし，時差の関係で，目本からの論題提
　　僕，討論への積極的参加はかなり困難であろう。参考URL　http1〃www－eh．net／肥ノhes」ist／in－
　　dex．php蜘ditorials2001年9月18日アクセス
　14〕討論テーマについては，URL：httpl〃www．eh，net／HE／hes』st／ind眺・php蜘ditorla1s（2001隼9
　　月18日アクセス）を見ればわかる。また，アーカイブも保存されている。
　15〕私は，ヨーロッパ経済学史学会の名簿用には，北米経済学史学会に届けているものとは異なる
　　電子メールアドレスを登録している。先目（2001隼9月6目），ヨーロッバ繧済学史学会の名簿
　　には登録されているが，北米経済学史学会のメーリングリストには登録されていないアドレスに
　　宛てて，北米経済学史学会メーリンクリストヘの加入をすすめるメールがRベントから屈い
　　た。英語圏の人たちが，英藷に国際喬語としての地位を確保し続けることに非常に熱心であるこ
　　とは，強議しておくべきだと恩われる凸
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